
平成１４年度　熊本県公共事業再評価箇所一覧表
整
理
番
号

事業の
種類

路線名
河川名

地区名等
事業名 事業箇所 箇所の概要・特記事項等

採択
年度

完成
予定
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対象
選定
理由

全体
事業費
(億円)

本年度
までの
投資額
(億円)

予定
進捗率
（％）

対応
方針

1 道路 国道４４３号
道路改築事業

（空港西拡幅）
熊本市
益城町

延長　Ｌ＝６，８６０ｍ、幅員　Ｗ＝１４～２５
ｍ

Ｈ５ H16 イ 73.8 67.7 92% 継続

2 道路 国道４４３号
特殊改良一種事業
（土山バイパス）

益城町 延長　Ｌ＝１，３６０ｍ、幅員　Ｗ＝１７ｍ Ｈ５ H16 イ 7.5 5.1 68% 継続

3 道路 国道４４３号
道路改築事業

（木倉バイパス）
御船町 延長　Ｌ＝３，０００ｍ、幅員　Ｗ＝２８ｍ Ｈ５ H18 イ 43.9 27.9 64% 継続

4 道路 国道４４５号
特殊改良一種事業

（北中島バイパス）
矢部町 延長　Ｌ＝１，４５０ｍ、幅員　Ｗ＝１４ｍ Ｈ５ H15 イ 17.7 14.9 84% 継続

5 道路 国道４４５号
道路改築事業

（五家荘バイパス）
泉村

延長　Ｌ＝７，５３４ｍ、幅員　Ｗ＝８ｍ
（うちトンネル延長　Ｌ＝１，０５５ｍ）

Ｈ５ H23 イ 130.4 53.7 41% 継続

6 道路 国道２１９号
特殊改良一種事業
（多武除拡幅）

球磨村 延長　Ｌ＝１，０００ｍ、幅員　Ｗ＝１０．５ｍ Ｈ５ H17 イ 23.2 18.4 79% 継続

7 道路 国道３８８号
特殊改良一種事業
（湯前バイパス）

湯前町
水上村

延長　Ｌ＝１，２００ｍ、幅員　Ｗ＝１２ｍ Ｈ５ H17 イ 20.8 13.6 65% 継続

8 道路 国道２６６号
道路改築事業

（宮田バイパス）
倉岳町

延長　Ｌ＝３，３６４ｍ、幅員　Ｗ＝１０．５ｍ
（うちトンネル延長　Ｌ＝５２１ｍ）

Ｈ５ H17 イ 55.0 44.0 80% 継続

9 道路 国道３８９号
道路改築事業
（苓北拡幅）

苓北町 延長　Ｌ＝４，８２０ｍ、幅員　Ｗ＝１０ｍ Ｈ５ H15 イ 44.0 43.6 99% 継続

様式１
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10 道路
一般県道
湯前人吉

自転車道線
自転車道整備事業

湯前町
～

人吉市
延長　Ｌ＝２９，０００ｍ、幅員　Ｗ＝４．０ｍ Ｈ５ Ｈ１７ イ 62.8 45.6 73% 継続

11 港湾 熊本港
環境整備（廃棄物埋
立護岸）事業

熊本市 護岸　Ｌ＝１，８８２ｍ Ｈ５ Ｈ１７ イ 206.8 204.5 99% 継続

12 港湾 水俣港 地方港湾改修事業 水俣市 臨港道路　Ｌ＝９４０ｍ Ｈ５ Ｈ１７ イ 20.8 16.3 78% 継続

13 海岸 河内港
港湾海岸高潮対策事
業

熊本市 堤防（補強）Ｌ＝１．１３３ｍ、樋門１基 Ｈ５ Ｈ１７ イ 23.8 18.8 79% 継続

14 下水道 球磨川上流 流域下水道事業
球磨郡錦
町ほか
８町村

計画処理面積  A=1,582ha
計画処理人口  N=37,830人
処理場用地 A=5.1ha

Ｈ５ Ｈ２５ イ ### 115.7 88% 継続

15
地すべ

り 室原
むろはら

地すべり対策事業 小国町
集水井工＝７基、横ボーリング工＝1,260m、
抑止杭工＝６０本

Ｈ５ Ｈ１９ イ 5.2 3.8 73% 継続

16
農村の
総合整

備
網津

農村活性化
住環境整備事業

宇土市
受益面積２０２ｈa、ほ場整備A＝４４ｈa、
集落道Ｌ＝１，０００ｍ、ほか農村住環境整備１
式

Ｈ５ Ｈ１９ イ 10.3 4.3 42% 継続

17
地すべ

り
下大多尾 地すべり対策事業 新和町 受益面積２８ｈa、抑制・抑止工１６ブロック Ｈ５ Ｈ１８ イ 11.5 5.8 50% 継続

18 林道 東部小岱山

ﾌｫﾚｽﾄ･ｺﾐｭﾆﾃｨ総合整
備事業
ふるさと林道緊急整
備事業

玉名市
南関町

全体計画延長Ｌ＝9,500m，幅員Ｗ＝７ｍ Ｈ９ Ｈ23 エ 33.2 15.1 45% 継続

19 林道 岩野白蔵

ﾌｫﾚｽﾄ･ｺﾐｭﾆﾃｨ総合整
備事業
ふるさと林道緊急整
備事業

水上村 全体計画延長Ｌ＝18,300ｍ，幅員Ｗ＝５ｍ Ｈ９ Ｈ26 エ 40.0 8.5 21% 継続

様式１



１．対象選定理由（要綱第２条関係）

            ア　事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
            イ　事業採択後１０年間を経過した時点で、一部供用されている事業を含め、継続中の事業

            　　 または、社会情勢の急激な変化等により、再評価を実施する必要があると判断された事業

            ウ　事業採択前の準備・計画段階で５年間が経過している事業

            エ　国庫補助事業について、国において当該事業を所管する省庁から別に再評価の対象要件が示された事業

２．予定進捗率は事業費ベースで記入している。

３．対応方針は継続、休止、中止の別を記入している。

            継続　：　事業を継続することが妥当と判断されるもの

            休止　：　事業を一時的に休止することが妥当と判断されるもの

            中止　：　事業を中止することが妥当と判断されるもの


